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は じ め に 
 

 

本市では，行政サービスを向上させるためのツールとしてＩＣＴを活用することはもちろん，

平成２８年１月より利用が開始されたマイナンバーを活用した電子自治体の推進を図るため，

平成２８年３月に「八千代市第３次情報化基本計画」及び「八千代市第３次情報化推進計画」

を策定して情報化を推進してまいりました。 

これらの計画に基づき，市ホームページのリニューアルや各種証明書のコンビニ交付の導入

など，行政サービスを向上させるとともに，定型業務自動化システムの導入等により，業務の

効率化，人的資源の活用，経費の削減に努めてきました。 

このたび策定した「八千代市ＩＣＴ利活用推進指針」は，「八千代市第３次情報化基本計画」

を踏まえ，行政サービスの利便性及び行政事務の生産性の向上を図るとともに，情報セキュリ

ティ対策を充実させる等，総合的なＩＣＴに係る施策を推進するための指針であり，「八千代

市第５次総合計画」の着実な推進においても重要な役割を担うものです。 

今後，この指針に基づいて，デジタル変革による行政サービス及び行政事務の向上を図る等，

市民に信頼される電子自治体の実現に向けた取り組みを進めてまいりますので，引き続き，市

民の皆様のご理解とご協力をお願いいたします。 

 

令和３年３月 

 

 

 

八千代市長 服部 友則 
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第１部 指針策定の趣旨と構成 

第１章 指針策定の趣旨 

厳しい財政状況，また市の総人口が令和７年をピークとして減少に転じることが見込まれ

ている中で質の高い行政サービスを提供していくためには，行政事務全般の生産性を向上させ

る必要があることから，行政サービスの更なる利便性の向上及び行政事務の効率化に向けたツ

ールとしてＩＣＴ※の効果的な利活用を進めるため，本指針を策定します。 

第２章 指針の位置づけ 

本指針は，「八千代市第５次総合計画」を上位計画とし，前期基本計画に掲げた施策「ス

マート自治体の推進」を実現し，ＩＣＴを効果的に利活用するための指針とします。 

第３章 指針の期間と構成 

本指針の実施期間は，令和３年度から令和６年度までの４年間とします。 

ただし，日々，ＩＣＴが急速に進展していることから，その技術を迅速・的確に市政運営

に活用するため，適宜，指針の見直しを行うこととします。 

そして，本指針を着実に推進するため，本指針に沿った具体的な取組みについては，「八

千代市ＩＣＴ利活用推進計画（以下「推進計画」という。）」にて調査・検討等を行い，毎

年度見直します。 

その結果，実施すべきと結論付けた取組みついては，「八千代市第５次総合計画前期実施

計画」において位置づけを図ります。 

第４章 指針の推進体制 

本指針を推進するために，市内の公共的団体の代表者・学識経験者・市民代表・関係行政機

関の職にある者で組織する「八千代市情報化推進協議会」から，推進計画に関する様々な意見・

提言をいただくとともに，庁内の推進体制を強化するために，「八千代市電子自治体推進本部」

が推進計画の取組みを推進していきます。 
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第２部 指針策定の背景 

第１章 社会的背景 

（１）自治体を取り巻く環境 

地方公共団体における住民ニーズが多様化されていく中，マイナンバー（個人番号）カー

ド※を利用した各種証明書等の発行・申請など行政サービスの利便性向上にＩＣＴの更なる

活用が期待されています。 

その一方，我が国の総人口の減少に伴って行政サービスの担い手の減少が懸念されており，

安定的な行政運営及びサービスの質を維持していくためには，限られた予算・人材を有効に

活用することが求められます。 

そこで，ＩＣＴの利活用については，更なる行政サービスの向上及び行政事務の効率化や

経費の削減が期待されることから，行財政改革推進の取組みにおいても重要な位置を占める

と考えられています。 

（２）ＩＣＴ社会の現状 

インターネットやスマートフォン等を中心とするＩＣＴの目覚しい進歩に伴い，あらゆる

情報がデジタル化され，文字，音声，画像，映像といった様々なデータに容易にアクセスし，

利用することができるなど，いつでもどこでも，人と人，モノとモノ，さらに人とモノとが

つながるコミュニケーションが可能となりました。今日，ＩＣＴは人々のライフスタイルの

一部に溶けこみ，社会的課題を解決するための重要な手段のひとつと考えられるようになっ

ています。さらに，データや技術・サービスの連携が進み，従来まで困難だった個のニーズ

に適合したサービスの提供を可能にしています。また，令和２年３月に第５世代移動通信シ

ステム（５Ｇ）※の商用サービスが開始され，それによる新たなデジタル変革と日常の構築

が期待されています。 

総務省の令和２年度版情報通信白書によると，令和元年のインターネット利用率（個人）

は８９．８％となっており，約９割の国民がインターネットを利用していることに加え，イ

ンターネット附随サービス業の平成３０年度売上高は前年度比２．８％増となり，情報通信

産業の部門別名目ＧＤＰの推移において大幅に増加していることから，インターネットは私

たちの日常生活及び産業活動等において必要不可欠であることが見て取れます。その一方で，

インターネット利用に伴う被害について，情報通信ネットワークを利用している企業では，「何

らかの被害を受けた」の割合が５５．２％と，半数以上の企業が被害を受けており，情報セキ
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ュリティ対策を日常的に行う必要があります。 

このようなＩＣＴ社会の現状を把握し，今後の動向を見据え，情報セキュリティ対策を講じ

つつ，ＩＣＴの利点を最大限に活用した行政サービスのデジタル化による利便性及び行政事務

のデジタル化による生産性の向上を高めていくことが，今後の市政運営の重要な課題となって

います。 

第２章 本市の情報化の現状 

本市では，昭和６１年度の汎用コンピュータ導入以降，総合行政情報システムの構築を目標

として，住民情報オンラインシステム等の整備を計画的に進め，業務処理においてパソコンの

活用を図るとともに，平成９年度に市公式ホームページを開設し，平成１７年度には公共施設

予約案内システム，また平成１８年度には電子申請・届出システムを導入する等，業務の効率

化と行政サービスの向上に努めてまいりました。 

そして，「八千代市第３次情報化基本計画」の計画期間（平成２８年度～令和２年度）では，

基本目標の実現を目指した３つの柱及びその柱を補完する「計画を推進するために」におい

て，以下の取組みを行いました。 

１ 便利で質の高い行政サービスの実現 

①個人番号カードの利活用 

計画期間内における主な取組み 具体的な取組み内容 

・各種証明書のコンビニ交付の導入 

 

・平成３０年９月，市民の利便性の向上を図るため，個人

番号カードを利用し，コンビニ等で住民票の写し，印鑑登

録証明書，戸籍証明書，戸籍の附票の写し，所得課税証

明書の交付を開始した。 

②提供する行政情報等の充実 

計画期間内における主な取組み 具体的な取組み内容 

・市ホームページの充実 

・オープンデータ化の推進 

 

 

・平成３０年３月，ウェブアクセシビリティ（高齢者や障害者

を含め，誰もが情報や機能を支障なく利用できること）の

向上を図るため，市ホームページをリニューアルした。 

・官民データ活用基本法に基づき，平成３０年２月に八千

代市オープンデータ推進指針を策定し，平成３０年１１月

に市ホームページ上でオープンデータを公開した。 

③行政サービスの電子化 

計画期間内における主な取組み 具体的な取組み内容 

・公共施設予約案内システムの充実 

・電子申請・届出システムの充実 

・市民の利便性の向上を図るため，ちば施設予約システ

ム及びちば電子申請システムの改修・機能面の充実を図

った。 
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④ビッグデータの活用 

計画期間内における主な取組み 具体的な取組み内容 

・ビッグデータの活用 ・ビッグデータを活用した新たな行政施策について，調査・

検討を行うため，以下の各種研修に参加し，ビッグデータ

の活用について周知を図った。 

 〇ＲＥＳＡＳ出前講座（経済産業省主催） 

 〇ＲＥＳＡＳオンライン講座（経済産業省等主催） 

 〇データ利活用セミナー 

 〇「住民情報分析システム」説明会 

２ 市民と行政のコミュニケーションの推進 

①情報交換・交流の推進 

計画期間内における主な取組み 具体的な取組み内容 

・地域ポータルサイトの活用 ・平成３０年１月，市民相互のコミュニケーションをより深

めるため，市観光アプリ「ココシルやちよ（ｗｅｂサイト版）」

を開設した。 

 

 

②市民参加の推進 

計画期間内における主な取組み 具体的な取組み内容 

・インターネットによるモニター制度の整備 

 

 

・令和元年７月，インターネットを通じて，市民の意見を反

映させるため，「インターネットによるアンケート調査実施

基準」を制定した。 

 

３ 市政運営の効率化と高度化の推進 

①情報システムの整備・充実 

計画期間内における主な取組み 具体的な取組み内容 

・防災行政用無線（固定系）のデジタル化 

・定型業務自動化システムの導入 

 

・防災行政用無線（固定系）について，既存設備の維持管

理を行うとともに，デジタル化のための子局の再整備工事

を行った。 

・AI-OCR※及び RPA※の実証実験（職員課における時

間外勤務集計業務及び教育総務課における学校伝票処

理業務 ）を行い，業務の効率化が図れたため，本格導入

した。 

 

②システム調達と運用の適正化 

計画期間内における主な取組み 具体的な取組み内容 

・外部人的資源の活用 ・他団体における外部人的資源の活用状況について，ウ

ェブサイトや刊行物等により情報収集を行った。 
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③情報通信基盤の整備・充実 

計画期間内における主な取組み 具体的な取組み内容 

内部情報ネットワークシステムの整備拡充 

 

・令和元年９月，内部情報システムの機器更改を行い，グ

ループウェアを刷新し，仕事の共有化，スケジュールの共

有化，データの共有化を進め，業務の効率化を図った。 

４ 計画を推進するために 

①個人情報保護・情報セキュリティ対策の充実 

計画期間内における主な取組み 具体的な取組み内容 

・情報セキュリティ研修の充実 

・情報セキュリティ監査体制の強化 

・情報システムの強靭化 

・集合研修（新規採用職員研修等），e-ラーニング研修等

にて情報セキュリティ研修を実施した。 

・情報セキュリティ監査の実施状況について聞き取り調査

を行い，令和元年度に全庁的な情報セキュリティ監査を実

施した。 

・平成 28年 12月，情報システムの更なる強靭化を図る

ため，インターネット接続系ネットワークと LGWAN接続系

ネットワークの分割を実施し，それに伴い，新たにインター

ネット接続系のシステムとして外部情報システムの稼働を

開始した。 

 

 

②推進体制の充実 

計画期間内における主な取組み 具体的な取組み内容 

・情報化研修の充実 ・職員一人ひとりの情報リテラシーの向上を図るため，八

千代市の主なネットワークの構成等についての研修，基

幹情報システムの操作研修，ワード研修，総務省（情報連

携に向けた研修）及び地方公共団体情報システム機構

（専門・ＩＣＴ基礎等）が主催するｅラーニング研修を実施

し，毎年度情報化研修を行う仕組みを整備した。 
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第３部 基本目標と実現に向けた施策 

第１章 基本目標 

市民の立場に立った行政サービスの更なる利便性及び職員の行政事務の更なる生産性の向

上を進めるとともに，個人情報の保護と更なる情報セキュリティ対策の強化を図り，「八千

代市第５次総合計画」に位置づけられた「スマート自治体の推進」を実現するため，本指針

の基本目標を次のとおりとします。 

 

 

第２章 実現に向けた施策の体系 

基本目標の実現を目指した３つの柱により指針を推進し，市民に信頼される「スマート自

治体の推進」を実現します。 

 

１ 行政サービスのデジタル変革による市民の利便性の向上 

２ 行政事務のデジタル変革による職員の生産性の向上 

３ 利便性・生産性の向上とセキュリティ強靭化の両立 

 

ＩＣＴ利活用の推進は，それ自体を目標とするのではなく，それによって行政サービスの高

度化や行政事務の効率化が図られることで，市民にとってより良いサービスの提供が実現され

なくてはなりません。それには，デジタル変革ばかりでなく，セキュリティ対策や人材の育成

が重要であり，各柱における基本的な考え方は次章のとおりです。 

 

 

 

 

ＩＣＴの利活用を推進することにより， 

より良い行政サービスを提供する 
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第３章 実現に向けた施策 

１ 行政サービスのデジタル変革による市民の利便性の向上 

行政サービスにおけるＩＣＴの利活用推進により得られる効果は，市民がインターネットで

市役所の開庁時間に関係なく，自宅のパソコンやスマートフォンから各種行政情報を入手でき

るほか，各種申請・届出等の行政手続ができるようになるなど，いつでもどこでも行政サービ

スを享受することが可能となることです。 

「八千代市第３次情報化基本計画」においては，便利で質の高い行政サービスの実現として，

行政サービスの電子化を図り，行政手続きのオンライン化を進めました。しかし，本人確認が

必要となる手続きについては，他人によるなりすましを防止するため，受けられる行政サービ

スが限られていました。「デジタル手続法（平成 14 年法律第 151 号 情報通信技術を活用し

た行政の推進等に関する法律）」の施行を受け，今後はマイナンバーカードの公的個人認証を

活用し，更なる行政サービスのオンライン化を図り，市民が来庁することなく申請できる手続

きを増やすことが可能となります。 

このように，新たなデジタル技術を活用することにより，従来の行政サービスを抜本的に見

直し，行政サービスのデジタル変革（デジタルトランスフォーメーション※）を進め，市民の

利便性の向上を図ります。 

また，行政サービスのデジタル変革を進めるにあたり，年齢や障害の有無にかかわらず，

全市民がＩＣＴ利活用による利便性を享受していくために，デジタル・ディバイド※の解消

への取組みも実施していきます。 

 

２ 行政事務のデジタル変革による職員の生産性の向上 

行政事務におけるＩＣＴの利活用推進により得られる効果は，あらゆる分野の社会活動が拡

大，高度化している現代において，必然的に増加している行政事務に対し，限られた費用と人

員で対応することが可能となることです。 

「八千代市第３次情報化基本計画」においては，市政運営の効率化と高度化の推進を図るた

め，各情報システムの整備充実を図り，個別の行政事務の効率化（個別最適化）を実現しまし

た。今後は，行政事務全般の効率化（全体最適化）を図り，更なる行政サービスの向上に繋げ

るため，業務プロセスを抜本的に見直し（ＢＰＲ※），各情報システムの最適化を進めるとと

もに，ＡＩやＲＰＡなどの活用を進めます。 
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このように，従来の行政事務を抜本的に見直し，新たなデジタル技術を活用することにより，

行政事務のデジタル変革（デジタルトランスフォーメーション）を進め，更なる事務の効率化

を図ります。 

 

３ 利便性・生産性の向上とセキュリティ強靭化の両立 

デジタル変革により，市民の利便性及び職員の生産性の向上が期待できる反面，個人情報

の漏えい，不正アクセスによる情報資産の破壊・改ざん・システム障害の脅威にさらされま

す。 

これらの脅威から情報資産を保護するため，更なるセキュリティ対策の充実を図るととも

に，職員一人ひとりのセキュリティ意識の向上を図ります。また，利便性・生産性の向上と

セキュリティ強靭化の両立を図るため，最新のセキュリティ技術の導入を進めます。 
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参考資料 ＩＣＴに係る国及び県の主な動向 
 

国及び県の主な動向は以下のとおりです。 

（１）国の主な動向 

 

【① Society 5.0】 

第５期科学技術基本計画（平成２８年閣議決定）の中で示されている，ＩＯＴやＡＩとい

った先進技術の活用により国が実現を目指す超スマート社会のコンセプト。 

サイバー空間とフィジカル（現実）空間を高度に融合させたシステムにより，経済発展と

社会的課題の解決を両立する，人間社会を実現することが提唱されています。 

出典：内閣府ホームページ（https://www8.cao.go.jp/cstp/society5_0/index.html） 

【② 世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画】 

ＩＴに関する国家戦略は，平成１３年度の「高度情報通信ネットワーク社会形成基本法

（ＩＴ基本法）」の施行以降，「e－Ｊａｐａｎ戦略」が推進され，平成３０年６月に「世界

最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」が策定されました。 

この中で，国は，国民が安全で安心して暮らせ豊かさを実感できる社会を実現するための

「世界最先端デジタル国家」の創造に向け，ＩＴを活用した社会システムの抜本改革を掲

平成28年（2016） 1月 「第５期科学技術基本計画」閣議決定

　【Society 5.0（「超スマート社会」の実現）】…………①

平成30年（2018） 6月 「世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」閣議決定………②

　【行政手続き等のオンライン化の原則】

　【オープンデータの促進】

　【データ利活用のルール整備】

　【マイナンバーカードの普及・活用

　【利用の機械等の格差是正】

　【情報システム改革・業務の見直し】

平成30年（2018） 7月 自治体戦略２０４０構想研究会　第二次報告

　【スマート自治体への転換】………③

平成30年（2018） 12月 「ＤＸ推進ガイドライン」策定

　【デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）の推進】………④

令和元年（2019） 12月 「デジタル手続法」施行………⑤

　【デジタルファースト】

　【ワンスオンリー】

　【コネクテッド・ワンストップ】
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げ，「デジタル技術を徹底的に活用した行政サービス改革の断行」として「行政サービスの

デジタル化」，「行政保有データのオープン化」，「デジタル改革の基盤整備」，また「地

方のデジタル改革」として「ＩＴ戦略の成果の地方展開」等が示されました。 

そして，令和２年７月の変更において，「新型コロナウイルス感染拡大防止，デジタル強

靭化社会の実現」，「デジタル技術の社会実装」，「データ利活用によるインクルーシブな

社会の実現」等が示されました。 

出典：「世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画の概要」 

（首相官邸ホームページ） 

（http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/kettei/pdf/20180615/siryou8.pdf） 

【③ スマート自治体への転換】 

自治体戦略２０４０構想研究会の第二次報告（平成３０年７月）において，ＡＩ・ロボテ

ィクスが処理できる事務作業は全てＡＩ・ロボティクスによって自動処理することにより，

職員は企画立案業務や住民への直感的なサービス提供など，職員でなければできない業務に

注力するスマート自治体へ転換する必要があると示されています。 

出典：「自治体戦略２０４０構想研究会 第二次報告」（総務省） 

（https://www.soumu.go.jp/main_content/000562117.pdf） 

【④ デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）】 

ＤＸとは，「ＩＴの浸透が，人々の生活をあらゆる面でより良い方向に変化させる」とい

う概念であり，経済産業省では，「企業がビジネス環境の激しい変化に対応し，データとデ

ジタル技術を活用して，顧客や社会のニーズを基に，製品・サービス，ビジネスモデルを変

革するとともに，業務そのものや，組織，プロセス，企業文化・風土を変革し，競争上の優

位性を確立すること」と定義しています。 

経済産業省は，企業等におけるＤＸを加速させるための取組みとして，「ＤＸ推進ガイド

ライン」（平成３０年１２月）の策定や，中小企業に対する技術支援等を行っています。ま

た，合わせて，政府における行政手続のデジタル化やデータ利活用を推進し，ユーザーフレ

ンドリーな行政サービスを実現することで，一層のサービス向上と業務の効率化を図り，行

政からの生産性革命の実現を目指す取組みを推進しています。 

出典：経済産業省ウェブサイト 

（https://www.meti.go.jp/policy/digital_transformation/article01.html） 
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【⑤ デジタル手続法】 

デジタル手続法は，令和元年１２月に施行されました。 

この中で，官民データ活用推進基本法に示されている行政機関における申請，届出等手続

きの原則オンライン化を加速させ，行政手続等に係る関係者の利便性向上，行政運営の簡素

化及び効率化を図ることが示されています。 

行政機関における申請届出は原則オンライン化とする「デジタルファースト」，同じ内容

の情報提供は求めない「ワンスオンリー」，民間サービスを含む手続きを一度で完結させる

「コネクテッド・ワンストップ」の３原則が示されています。 

出典：「デジタル手続法の概要」（首相官邸ホームページ） 

（http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/hourei/pdf/digital_gaiyo.pdf） 

（２）県の動向 

千葉県では，令和元年９月に，人口減少・少子高齢化等に対応し，持続的な発展を実現す

るために，県や市町村，企業，研究機関等の様々な主体がそれぞれの強みを生かした「県民

の暮らしを豊かにする千葉県ＩＣＴ利活用戦略」を，官民データ活用法に基づく官民データ

活用推進計画として策定しました。 

この戦略では，ＩＣＴの利活用により実現を目指す姿を『県民の暮らしを豊かにし，子ど

もからお年寄りまで一人ひとりが活躍できる社会を目指します（くらし満足度日本一の実

現）』としています。 

また，目指す姿の具体像を以下の３点として，県が主体となる個別施策を推進していま

す。 

・ 具体像１ あらゆる人が暮らしやすい社会 

・ 具体増２ 誰もがどこでも能力を発揮できる社会 

・ 具体像３ 生産性の高い産業に支えられる社会 

出典：「県民の暮らしを豊かにする千葉県ＩＣＴ利活用戦略 概要」 

（https://www.pref.chiba.lg.jp/seisaku/ict/documents/senryakugaiyou.pdf） 
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八千代市電子自治体推進本部設置要領 

改正平成３１年４月１０日 

 （設置） 

第１条 情報通信技術の進展の便益を最大限活用し，市政運営の簡素・効率化と行政サービスの向

上を図る電子自治体を構築するため，八千代市電子自治体推進本部（以下「推進本部」という。）

を設置する。 

 （所掌事務） 

第２条 推進本部の所掌事務は，次のとおりとする。 

(1) 電子自治体の構築に係わる計画の策定，見直しに関すること。 

(2) 電子自治体の基盤整備及び行政手続のオンライン化等の各種情報化施策の推進に関すること。 

(3) その他情報化施策の推進に係わる重要事項に関すること。 

 （組織） 

第３条 推進本部は，本部長，副本部長及び本部員をもって組織する。 

２ 本部長は副市長を，副本部長は情報化推進担当課の所属する部の部長の職にある者をもって充

てる。 

３ 本部員は，別表第１に掲げる各部局等の部長相当職にある者をもって充てる。 

 （本部長及び副本部長） 

第４条 本部長は，推進本部の業務を総括する。 

２ 副本部長は，本部長を補佐し，本部長に事故があるとき又は本部長が欠けたときは，その職務

を代理する。 

 （会議） 

第５条 推進本部の会議は，本部長が必要に応じて召集し，本部長が会議の議長となる。 

 （幹事会） 

第６条 推進本部に幹事会を設置し，総括幹事及び幹事をもって組織する。 

２ 総括幹事は情報化推進担当課の所属する部の部長の職にある者をもって充て，幹事は別表第１

に掲げる各部局等の本部員が指名した次長相当職にある者及び総括幹事が指名する者をもって充

てる。 

３ 総括幹事は，本部長の指示又は必要に応じて幹事会の会議を招集し，これを主宰する。 
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４ 幹事会は，次に掲げる事務を所掌する。 

(1) 推進本部から指示された事項を調査検討し，その結果を推進本部に報告すること。 

(2) 第２条に規定する推進本部の所掌事務に関して，推進本部に助言，提言すること。 

(3) 次条に規定する部会から提出された事項を審議，調整し，推進本部に報告すること。 

 （部会） 

第７条 幹事会に，推進体制部会，地域情報部会，行政情報部会の３部会を設置し，各部会の部会

長及び部会員は，総括幹事が指名する。 

２ 部会長は，総括幹事の指示又は必要に応じて部会の会議を招集し，これを主宰する。 

３ 部会は，幹事会から指示された事項及び別表第２に掲げる事項を調査検討し，その結果を随時

幹事会に報告する。 

 （特定組織） 

第８条 推進本部は，特定の事務又は施策分野における情報通信システムの構築又は構築を目指し

調査検討等を実施する組織（以下「特定組織」という。）を設置することができる。 

２ 推進本部は，既に存在する又は任意に設置された特定組織のうち指定する特定組織に対して，

その活動の状況を報告させるとともに，その活動の内容について指示することができる。 

 （各部局の協力等） 

第９条 市長部局に属する各部，議会事務局，教育委員会，選挙管理委員会事務局，監査委員事務

局，農業委員会事務局，消防本部，上下水道局及び会計課においては，推進本部の事務の執行にあ

たり，必要とする資料の提出及び調査に協力するとともに，推進本部で決定した事項を積極的に

推進するものとする。 

 （庶務） 

第１０条 推進本部及び幹事会の庶務は，情報化推進担当課において処理する。 

 （その他） 

第１１条 この要領に定めるもののほか，必要な事項は，本部長が別に定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要領は，平成１６年７月８日から施行する。 

 （八千代市情報化推進委員会設置要領の廃止） 
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２ 八千代市情報化推進委員会設置要領（平成１１年１１月１５日施行）は，廃止する。 

附 則(平成１７年４月１日) 

この要領は，平成１７年４月１日から施行する。 

附 則(平成１８年４月１日) 

この要領は，平成１８年４月１日から施行する。 

   附 則(平成１９年４月１日) 

 この要領は，平成１９年４月１日から施行する。 

   附 則(平成３１年４月１０日) 

 この要領は，平成３１年４月１０日から施行する。 
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別表第１（第３条第３項，第６条第２項） 

企画部 

総務部 

財務部 

健康福祉部 

子ども部 

経済環境部 

都市整備部 

会計課 

消防本部 

議会事務局 

選挙管理委員会事務局 

監査委員事務局 

農業委員会事務局 

教育委員会 

上下水道局 

 

別表第２（第７条第３項） 

部会名 所 掌 事 務 

推進体制部会 電子自治体の構築に向けた推進体制，環境等の整備に関すること 

地域情報部会 市民の利便性の向上と情報交流の促進を図る地域情報化の推進に関するこ

と 

行政情報部会 情報の共有と事務の効率化を図る行政情報化の推進に関すること 
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八千代市情報化推進協議会設置要綱 

                      改正 平成２７年５月１４日 

 

 （設置） 

第１条 市は，地域及び行政の情報化を総合的に推進するため，八千代市情報化推進協議会（以

下「協議会」という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第２条 協議会は，次に掲げる事項について意見又は提言するものとする。 

⑴ 情報化の推進に係わる総合的な計画の策定に関すること。 

⑵ 地域の情報化の推進に関すること。 

⑶ 行政の情報化の推進に関すること。 

（組織） 

第３条 協議会は，委員１０人以内をもって組織する。 

２ 委員は，次に掲げる者のうちから，市長が委嘱し，又は任命する。 

⑴ 市内の公共的団体の代表者 

⑵ 学識経験者 

⑶ 市民 

⑷ 関係行政機関の職にある者 

３ 委員の任期は，２年とする。ただし，補欠の委員の任期は，前任者の残任期間とする。 

４ 委員は，再任されることができる。 

（会長） 

第４条 協議会に会長を置き，委員の互選により定める。 

２ 会長は，会務を総理し，協議会を代表する。 

３ 会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは，あらかじめ会長の指名する委員がその職

務を代理する。 

（会議） 

第５条 協議会の会議（以下「会議」という。）は，会長が招集し，会議の議長となる。 

２ 会議は，委員の半数以上の出席がなければ開くことができない。 
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３ 会議の議事は，出席した委員の過半数で決し，可否同数のときは，議長の決するところに

よる。 

（庶務） 

第６条 協議会の庶務は，情報化推進担当課において処理する。 

（その他） 

第７条 この要綱に定めるもののほか，協議会の運営に関し必要な事項は，会長が別に定める。 

附 則 

この要綱は，平成９年７月１０日から施行する。 

   附 則（平成１７年３月３０日） 

この要綱は，平成１７年３月３０日から施行する。 

附 則（平成１８年４月１日） 

この要綱は，平成１８年４月１日から施行する。 

附 則（平成２１年１月１５日） 

この要綱は，平成２１年１月１５日から施行する。 

附 則（平成２１年７月９日） 

この要綱は，平成２１年７月９日から施行する。 

附 則（平成２７年５月１４日） 

この要綱は，平成２７年５月１４日から施行する。 
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用 語 解 説 

 ＩＣＴ 

 

 

 

 

ＲＰＡ 

 

 

 

ＡＩ-ＯＣＲ 

 

 

 

ＳＮＳ 

 

 

 

第５世代移動通信シ

ステム（５Ｇ） 

 

 

デジタルトランスフ

ォーメーション（Ｄ

Ｘ） 

 

デジタル・ディバイ

ド 

 

 

 

 

 

 

ＢＰＲ 

 

 

 

マイナンバー（個人

番号）カード 

「Information and Communication Technology」の略称で，情報や

通信に関連する科学技術の総称。特に，電気，電子，磁気，電磁波な

どの物理現象や法則を応用した機械や器具を用いて情報を保存，加

工，伝送する技術のこと。 

 

「Robotic Process Automation」の略称で，入力，登録，検索，

抽出等のパソコン上で行う定型作業について，人の代わりにロボッ

トが与えられたルールに基づき代行するＩＴツール。 

 

「Optical Character Recognition」の略称で，手書きや印刷され

た紙データを，スキャナやプリンタ等で読み取り，コンピュータが

利用できるデジタル文字に変換する技術。 

 

「Social Networking Service」の略称で，登録された利用者同士

が交流できる Web サイトのサービスのこと。自治体や会社の広報と

しての利用も増えている。 

 

 携帯電話などの通信に用いられる次世代通信規格のひとつであ

り，超高速通信，超低遅延通信，多数同時接続が可能となる新たな

通信規格のこと。 

 

 平成１６年にウメオ大学（スウェーデン）のエリック・ストルタ

ーマン教授が提唱し，進化したデジタル技術を取り入れ浸透させる

ことで，人々の生活を良い豊かなものへと変革するという概念 

 

 インターネットやパソコン等の情報通信技術を利用できる者と利

用できない者の間に生じる格差。具体的には，インターネット等の

利用可能性に関する国内地域格差を示す「地域間デジタル・ディバ

イド」，身体的・社会的条件（性別，年齢，学歴の有無等）の相違

に伴うＩＣＴの利用格差を示す「個人間・集団間デジタル・ディバ

イド」，インターネット等の利用可能性に関する国際間格差を示す

「国際間デジタル・ディバイド」等の観点がある。 

 

 「Business Process Re-engineering」の略称であり，業務のプロ

セス全体について，詳細に分析・評価・改善を行うことを通じて，

抜本的な業務効率化と利便性向上の双方を実現すること。 

 

本人の申請により交付され，本人確認の際の公的な身分証明書と

して利用できるほか，様々な行政サービスを受けることができるよ

うになるＩＣカード。氏名，住所，生年月日，性別，個人番号（マ

イナンバー）などが記載され，顔写真が貼付されている。 



 

 

 

 

八千代市民憲章 

 
平成１０年１１月１９日制定  

 

光よ，土よ，風よ，水よ，きょうも新しい命をありがとう。 

 

 

わたしたちは，生ある限り，互いに支え合い，共に生きる社会をつくるため， 

ここに八千代市民憲章を定めます。 

 

 

１．やさしい心と明るい声が響き合う，健やかなまちをつくります。 

 

 

１．小さな一歩を積み重ね，地球を考えるまちをつくります。 
 

 

１．よろこびと希望に満ちた，安心して住めるまちをつくります。 
 

 

１．自然を愛し，緑と花を育て，文化と潤いのあるまちをつくります。 
 

 

１．みんなで支え合い，共に生きるまちをつくります。 
 
 

 

 

八千代市ＩＣＴ利活用推進指針 
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